
つくば市プライバシー影響評価制度（PIA）
及びデータ利活用に関するつくば市の取組

デ ジ タ ル 行 財 政 改 革 推 進 会 議
第 ８ 回 デ ー タ 利 活 用 制 度 ・ シ ス テ ム 検 討 会
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つ く ば 市 長 五 十 嵐 立 青

資料３



本日の内容

1.つくば市のプライバシー影響評価制度（PIA）の取組

2.つくば市のデータ利活用に関する取組

3.まとめ
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つくばスーパーサイエンスシティ構想
～科学で新たな選択肢を、人々に多様な幸せを～

つくばスーパーサイエンスシティ構想実現のため６つの分野で先端的サービスを実装

行政移動 ・ 物流 医療

デジタルツイン・まちづくり防災・インフラ・防犯 オープンハブ

● パーソナルモビリティ・

ロボットの本格導入

● ロボット・ドローンに

よる荷物の自動配送

● インターネット投票

● 外国人向け多言語

ポータルアプリ

●災害時要支援者の

迅速な避難誘導と

医療連携

● 先駆的な３Ｄデジ

タル基盤の構築と

サービス提供

● 外国人創業活動支援

● イノベーション推進の

ための国立大学法人

の土地建物の貸付

● 調達手続の簡素化

● マイナンバーなど

を活用したデータ

連携による健康・

医療サービス

つくば市は、住民のつながりを力にして、大胆な規制改革とともに先端的な技術とサービスを会実装することで、
科学的根拠をもって人々に新たな選択肢を示し、多様な幸せをもたらす 大学・国研連携型スーパーシティの
実現を目指しています。 全体統括者（アーキテクト）

筑波大学 鈴木健嗣 教授

市長
五十嵐立青
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つくばスーパーサイエンスシティ構想におけるデータ利活用



１．つくば市のプライバシー影響評価制度（PIA）の取組



つくば市がPIA制度を検討した目的・背景
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2022年４月 「スーパーシティ型国家戦略特別区域」として区域指定
住民のつながりを力にして、大胆な規制改革とともに先端的な技術とサービスを社会実
装することで、科学的根拠をもって人々に新たな選択肢を示し、多様な幸せをもたらす
「つくばスーパーサイエンスシティ構想」の実現を目指す

社会実装を推進する一方で、
様々なデータの利活用が進むことに対して
市民の間に広がる不安
例）カナダ・トロント市のSidewalk Labの事例など

スーパーサイエ
ンスシティ構想

の推進

プライバ
シーへの

配慮 先端技術の
社会実装

市民の安心のもと構想を進めるためには、
「先端的サービスの社会実装」と
「プライバシーへの配慮」を一緒に
進めることが重要
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検討体制

氏名 役職等

坂下 哲也
【座長】

日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）
常務理事

落合 孝文
渥美坂井法律事務所・外国法共同事業
パートナー弁護士

鈴木 健嗣
国立大学法人筑波大学システム情報系
系長・教授
市スーパーシティアーキテクト

平山 雄太
IDEAPOST株式会社 代表取締役社長
前・世界経済フォーラム第四次産業革命日本センター
スマートシティプロジェクト長

水町 雅子 宮内・水町ＩＴ法律事務所 弁護士

市民委員 ３名

市政策イノベーション部長

● つくば市プライバシー影響評価制度検討懇話会（９名）

プライバシー保護、データセキュリティ等に詳し
い有識者に加え、実際の評価結果の受け手とな
る市民が参加し、制度設計を議論

PIA制度の設計に市民が参加し、意見を反映させたプロセスは
他に先例がない取組

○ 検討期間
令和５年（2023年）３月～令和７年（2025年）３月

○ 開催回数 全８回

○ 検討内容
PIA制度に求められる評価対象・評価項目・評価基準・
評価体制といった内容について、制度設計の方向性を
網羅的に検討
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先端的サービスが提供される前に、

収集・利用・
保管・廃棄の
プロセスにおけ
るリスク分析

リスクを
洗い出し

想定リスクへの
対策を確認し、
リスクを低減

リスクを
低減

評価結果を
わかりやすく
情報公開

評価結果
を公開

利用者自身が、リスクの
可能性を比較・検討した
上で、サービスを利用す
るかどうかを主体的に
選択できるように

つくば版PIA制度の基本的考え方

【 大 前 提 】
PIA評価をしたからといって、決してリスクがゼロになるものではない

（市民、サービス提供事業者にPIA制度の趣旨を正しく理解してもらう必要）
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評価体制の構築

PIA制度を市の責任のもと運用し、
評価を実施していくため、庁内の役
割と責任を定めた実施体制を構築

 最高プライバシー責任者（CPO）
の設置

⇒ 評価を決定、評価結果と制度運用に
関する説明責任

 「（仮称）プライバシー影響評価委
員会」の設置

⇒市民と有識者で構成。評価内容や制度に
客観性を持たせるため、第三者の立場か
ら市に対して意見具申
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PIA評価の考え方① 「影響度」

利活用するプライバシーデータがプライ
バシーにどの程度の影響を及ぼすかを
「影響度判定表」※ を用いて判定

 財産的損失
 精神的苦痛
 身体的危険

３つの観点から
「影響度」を評価

例） 「健康診断結果」を使用するサービスの場合

精神への影響 ３ ←左表の横軸

財産への影響 2 ←左表の縦軸

身体への影響 ２ ←評価委員会で判定

一番高い評点を「影響度」の評価として採用

⇒ 本ケースの場合、 「影響度 ３」 と評価

※ 特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会（JNSA）が提唱する「JOモデル」を参考に、懇話会で検討したもの
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PIA評価の考え方② 「起こりやすさ」
１ サービスの概要
２ サービスの関係者
３ サービスが適合する個人情報保護に関する法令・制度・ガイドライン
４ サービスの業務の流れ
５ サービスにおける情報のライフサイクルと情報の種類
６ データや情報システムの保管場所に関する情報
７ 第三者へデータ（個人情報）を提供・共有するか、する場合は同意を取っているか

８ 個人情報の取り扱いについて、いつ利用者に通知されるか、利用者本人に同意を取
得するか、同意を得ない場合はその根拠

９ 利用者が同意後に、使用する個人に関する情報を選択したり、削除したりできるか
10 情報の開示請求窓口（その他相談窓口を含む）が設置されているか
11 個人に関する情報が紛失・滅失・毀損し、使えなくなる可能性はないか
12

個人に関する情報の漏洩・盗難・許可されていない持ち出し又は外部への不適切な
提供が発生しないか

13 個人に関する情報への許可されていないアクセスが発生しないか
14 個人に関する情報の許可されていない変更が発生しないか
15 個人に関する情報の過剰収集が発生しないか
16

個人に関する情報の処理目的に関する情報が十分、かつ、いつでも確認できる状態
にあるか

17 個人に関する情報の不必要な長期保有が発生しないか
18

サービスを提供することにより不利益を被る住民がいないか、不当な扱いを受ける
ことがないか

19 サイバー攻撃を未然に防止、及び攻撃に遭った際の被害の最小化が実現できるか

20 情報システムの点検・監査により、情報セキュリティ体制が適切に管理されるか

21
本サービスを扱う担当者に対し、情報セキュリティ対策に関する適切な教育・研修
を講じるか

22 目的外利用が発生しないか

 全22項目におよぶ評価項目を用いて
リスクの「起こりやすさ」を判定

⇒ 評価項目は、JIS X 9251における評価項目を
基本としつつ、特定個人情報保護評価制度とG20 
Global Smart City Alliance(GSCA)が定めた
PIAモデルポリシーを参考に設定

 サービス提供事業者からの申告内容、ヒ
アリング結果に基づき、各項目について
４段階で評価

1 ２ ３ ４       

⇒ 一番高い評点を「起こりやすさ」の評価として採用

起こりにくい 起こりやすい
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[凡例]
A：リスク微小（想定されるリスクは極めて少ないが、ゼロリスクではないことを

理解のうえ判断）
B：リスク小（想定されるリスクは少ないが、利用は必要性とのバランスで判断）
C：リスク中（中程度のリスクがあることを十分理解のうえ、利用を慎重に判断）
D：リスク大（利用には重大なリスクを伴うことを理解のうえ判断）

PIA評価の考え方③ 「総合評価」

 総合評価を「プライバシーリスクマップ」
（左表）に基づき判定（JIS X 9251に準拠）

 評価の過程で判定された「影響度」と
「起こりやすさ」の各評点をマップに落
とし込み、各評点が座標平面上で交差
する場所に位置づくＡＢＣＤで判定する
仕組み

 評価委員会において運用上で柔軟な対
応ができるよう、一部に選択可能な
「or」の考え方を導入
（原則はより悪い方の評価を採用）

【プライバシーリスクマップ】
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評価結果の公表

 市民がサービスを利用するか否かを判断
するための材料として、サービスを利用す
ることで得られる便益と、サービス利用に
伴い生じる可能性があるプライバシーに
関する不利益の両面について、評価書（詳
細版・概要版の２種類）の形で公表

 PIA評価の内容を市民に理解してもらう
ため、専門用語や難解な表現を避け、わか
りやすい言葉で表現

評価報告書（概要版）のイメージ



２．つくば市のデータ利活用に関する取組
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つくば市デジタル・ガバメント推進本部は、電子行政を推進するとともに、令和5年4月に策定した「つくば市デジタル・ガバメント推進方針」におけ
る各施策を総合的かつ全庁横断的に推進していくことを目的としています。
推進本部の下に推進会議及び専門ワーキンググループを設置し、個別の検討を効率的に行う体制としています。 専門ワーキンググループの構
成等は適宜見直しを行っており、令和６年度のアナログ規制点検・見直しの取組の結果を踏まえ、新たなワーキンググループを設置しました。

つくば市デジタル・ガバメント推進本部
CIO｜副市長 副CIO｜政策イノベーション部長
本部員｜部長級職員 事務局｜情報政策課

つくば市デジタル・ガバメント推進会議
会長｜政策イノベーション部次長
副会長｜総務部次長 本部員｜次長級職員

専門ワーキンググループ

専門ワーキンググループの構成

条例規則

条例の改廃・番号制度対応

特定個人情報保護

特定個人情報保護評価

データ活用・オープンデータ推進

データ利活用
デジタル窓口推進

デジタル窓口の推進

行政手続オンライン化

電子申請の対応拡大

会計伝票請求電子化

請求書電子化

基幹系システム標準化

システム標準化対応

公共施設予約ｼｽﾃﾑ検討

施設予約システムの見直し

新設

デジタル・ガバメント推進方針① 推進体制

アナログ規制点検・見直し

アナログ規制の点検・見直し



 「データで市民を豊かにするまちの推進」等のため、職層に合わせた必修のデータ利活用研修を組
み込み、継続的に研修を実施できる体制を構築し､”データリテラシー”のある人材を育成

事業の概要

〇 データ利活用研修を人事課が作成する研修計画に組み込み、一定の職層になると必ず参加が求められる研修として位置づけ。実務
職は利活用ツールを使えること、利活用に適したデータを理解すること、管理職はデータ利活用の重要性や必要性を理解し職員による利
活用の動きをバックアップできるようになることを主眼に研修を設計。
○ 2030年までには約2,000人の全職員が受講することを目標に取組中。
［データ利活用研修の内容］出典元：https://www.city.tsukuba.lg.jp/shisei/joho/1008026/1008220/1008122.html

R4.10～11
主査級
（31名）

＜第1部 機械判読性のある（使いやすい）データの作成＞
普段取り扱いの多い文書形式で保管されているデータを、分析や可視
化しやすくするために機械可読性のあるデータに作り変え、さらにGIS
（地理情報システム）で可視化することで、利活用に必要なデータの在
り方や作り方について理解する。

＜第1部 オープンデータを見据えた理解への第一歩＞
オープンデータについて学習し、データの重要性と活用のメリットを理解
する。

＜第1部 【講義】庁内データ利用の活性化をめざして＞
庁内で日々構築・更新されている様々なデータはそのほとんどが特定の
業務のためだけに利用されている。保有しているデータの有用性を理解し、
データが有効である場面で、積極的に活用できるような業務体制の構築
の必要性について、データ活用の観点から理解する。

＜第2部 データを活用した課題解決プロセスの体験＞
グループに分かれ、与えられた課題の解決に当たり、どのようなデータをど
のように使う（可視化や統計分析）ことができるかを検討する。
その後、実際にデータをGISで可視化を行い、新たな気づきや知見を得
るなど、課題に対して解決策を導くプロセスを体験する。

＜第2部 データ利活用事例と取り組み方＞
データ利活用に関する国等の動向について学び、可視化・分析事例を
知ることで、業務におけるデータ利活用の意識を醸成する。

＜第2部 【ワークショップ】データトリアージ研修＞
庁内で保有する様々なデータについて、オープンデータ、庁内限定、担
当部署限定などの公開範囲を少人数のグループでディスカッションすること
を通して、行政データの取扱いに関する考えを見直す機会とする。

R4.10
主事級・主任級
（67名）

R4.7
管理職職員
（27名）

デジタル・ガバメント推進方針② データ利活用研修
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https://www.city.tsukuba.lg.jp/shisei/joho/1008026/1008220/1008122.html


つ く ば ス ー パ ー サ イ エ ン ス シ テ ィ 構 想 データ駆動型の地域共生社会の実現

 最新情報を分かりやすく提供
 属性や希望に応じたコンテンツ
表示

 あなた向けの大事なお知らせ、
お得な情報をプッシュ通知

 簡単な操作で手軽に申請

※イメージ画像

行政内部
データ

 データに基づき、より分かりやすいUX/UIによって、行政情報を
いつでもどこでも誰でも使いやすく

 住民が参加するアイデア
ソンなどへ豊富な｢行政
ビッグデータ｣提供すること
によって、データ分析や可
視化を自ら行うことで、
住民にはナッジが働き、
｢地域共生社会｣や
｢SDGs｣への取り組みを
促進

 オープンデータなどの充実
 データ連携基盤を通じ民間への活用促進
 住民主体のまちづくりへの活用
 Civic Tech
 DIYまちづくり

 投票における時間的、距離的負担を大きく軽
減でき、移動が困難な人・忙しい人でも投票
可能となることで、投票率向上が期待

 接触の機会が減り、感染症リスクが低減
 投票所受付を最小化、投票結果集計が迅速
化でき、職員の負担軽減とコストの削減

 住民の声などを分析し、制度
の隙間問題やデータ分析のバ
イアス等を検証し、的確な
EBPMを推進

④行政ビッグデータ活用

①インターネット投票

窓口
各種申請

観光
イベント

移動
(MaaS)

医療
福祉

防災

ごみ 図書館 各種相談教育・
子育て

②多言語ポータルアプリ ③行政手続DX

※イメージ画像

 住民ニーズに合った行政手
続を提供

 多様な行政サービスを分か
りやすくナビゲーション、「書
かない・待たない・行かな
い」を実現

 何度も同じ内容を書くこと
なく手続を効率化

 緊急時にも外
国語で迅速に
情報提供
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つくばスーパーサイエンスシティ構想におけるデータ利活用



昨今、国においてもデータ利活用・EBPMに関する取組を推進しており、
データから現状を正しく把握・分析し、それらのデータに基づく政策判断や意思決定が求められています。

しかし、データ利活用推進の大きなハードルとして
データを取り扱うスキル不足 日常業務繁忙*があります。

そこで、「最低限のスキルで」「業務繁忙でも」データを分析できるようにするため、基幹システム等の庁内で保有する
様々なデータを集計・分析できる『庁内データ利活用基盤』を構築し、データドリブンな行政経営を強力に
推進するための環境を整備します。

*R5年度に開催したExcelデータ管理・分析セミナー事後アンケートより

可視化イメージ

庁内データ利活用基盤の構築



●総務省 「フロントヤード改革モデルプロジェクト」への採択
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庁内データ利活用基盤の構築



この画像は表示できません。

都市データ

住民目線のスーパーサイエンスシティ 市民の“声”を通じたモニタリング・評価

生成AIを活用・収集した市民の声

 データ連携基盤を活用することで新たな先端的サービ
スを創出し、住民の意見を施策にフィードバック

 スーパーサイエンスシティ構想を市政全体に波及させ
るため、市の上位計画の改訂に反映

市民の声

データ連携基盤（FIWARE）

生成AI

AIオンデマンド
タクシー

自動運転バス 行政データ

 都市データ（位置情報等の定量的データ）と、市民の
声（住民満足度や生の声等の定性的データ）をデータ
連携基盤に接続し、分析することで、常にスーパーサイエ
ンスシティの現在地を評価・モニタリング
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庁外データの活用（市民の声の分析）①



データ連携基盤

住民の“今”の声をデジタルに政策へ。新住民参加型検討プロジェクト
・住民の”今の声”をいち早く把握し、政策、行政サービスへ反映し、より満足度の高いサービスを住民へ還元。
・様々な“声”をデジタル化し、行政における住民の”声”の把握、分析、集計の効率化を実現。他分野のデータを拡充し、将来の行政サービスの向上へ更なる活用を図る。

アンケート、意見
陳情、嘆願
（デジタル化）

住民の”今の声”を収集

声の収集

”声””意見”のデジタル化
（データ化、収集）

・イベント時の住民の生の”声”
（アンケート、意見書、問い合わ
せ）をデジタル化
・各種議会議事録をデータ化

住民の声を分析・集約

分析・活用

“声””意見”を整理・集約
（AI分析、見える化）

・AIによるデータ整理、分析、見
える化
・政策、行政サービスへの市民の
反応を把握

住民の声を政策、
行政サービスへ活用

政策へ活用

行政サービス向上へ活用
（住民還元）

・分析データを政策・行政サービ
スへ活用
・情報利活用⇒業務効率化
・要望、意見の優先度把握

国・行政団体の情報活用

情報拡充・活用拡大

外部情報の収集、活用
（データ利活用）

・警察をはじめとする、他分野の
データを拡充し活用
・住民向けデータ利活用サービ
ス創出へ
・仕組みを他分野へ活用

効果
最大化

サービス
向上効率化新技術

活用住民視点
データ
利活用

新住民向
けサービスデジタル化 蓄積

AI分析PF（生成AI）

つくスマ

サービス創出・連携

分析・見える化

データ充実化 （データ化 ～ 蓄積 ～ 拡充へ）

ダッシュボード

行政サービス活用

更なる連携・活用
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庁外データの活用（市民の声の分析）②



生成AI

分析レポートページ:コンテンツ作成イメージ

施策立案支援

・関連する既存の施策、詳細

・取り組むべき新規の施策

議会議事録

住民アンケート結果

住民の声

自由検索

関連する課題の抽出

課題の可視化

ダッシュボード形式による課題の可視化

庁外データの活用（市民の声の分析）③
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ポータル上で、住民の声の分析結果への容易なアクセス、政策立案のための情報を提供

住民の声の可視化 （AIによる課題の可視化）
政策立案支援 （AIによるおススメ施策の提案）
自由検索 （AIによる関連情報の検索） 22

つくば市データ分析プラットフォームポータルの構築

庁外データの活用（市民の声の分析）④



３．まとめ
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まとめとお願い

１ 今後の取組について

今年度内：つくば市のPIA制度として施行予定

他都市への横展開：PIA制度の参考事例として、スマートシティに取り組む他都市への

情報提供を推進

２ データ成型に対する支援策の構築（お願い）

現状の課題：

 大学・研究機関等が保有するデータをデータ連携基盤で利用可能にするには

データ成型が必要

 データ成型にかかる費用負担がインセンティブを阻害

必要な支援：

 費用負担を軽減する支援策の整備



ご清聴ありがとうございました
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【ご参考】つくば市のP I A最終とりまとめの内容は以下の市 H P でご覧いただけます。
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